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多国籍企業の予算管理における
為替相場変動の影響に関する一考察
宮本寛爾
I はじめに
多国籍企業の経営活動は，それが多数の国にわたることで，時間的な問
題，距離的な問題，市場や製品の特殊性の問題およぴ企業活動と政府との
複雑な関係などの要因を内在している。かかる多国籍企業の経営にとって
有効な組織構造は，分権管理組織である。さらに，多国籍企業の経営活動
の管理に有効なコントロール・システムは，各事業単位管理者の評価され
る業績に影響を与える変数が彼の管理下にあることを必要要件としてい
る。なお，多国籍企業において事業単位として扱われるのは，地域，国，
海外子会社，事業部，製品種目およぴ職能などである。
また，為替相場変動は事業単位の経営活動に影響を与える変数の一つで
ある。この為替相場変動による通貨リスクに対処する方針は多国籍企業全
体のレペルで設定され，本社管理者により集権的に管理されていることが
多いのである。この場合，この変数は事業単位の管理者の管理下にないと
いうことである。財務決定が集権化されているとき，この財務決定の影響
が事業単位管理者（ここでは，現地すなわち海外事業単位の管理者とする）
の評価される業績から除外されなければ，その業績は彼の業績評価にとっ
て適切とはいえない。すなわち，この業績による管理者の業績評価は，管
理者の動機づけには望ましいものとはならないのである。逆に，財務決定
88 (328) 第 42 巻第 4 号
の権限が事業単位管理者に委譲されている場合には，事業単位管理者は，
企業全体として最適となるが，彼の事業単位利益を減少させる財務決定を
行わないこととなる。
本稿では，多国籍企業のコントロール・システムとしての予算管理にお
ける為替相場変動要因への対応について考察し，わが国の代表的な多国籍
企業である松下電器産業株式会社の海外事業単位の予算管理およびそこで
の為替相場変動要因への対応の特徴を検討することとする。
I 予算管理で用いられる通貨と業績評価
多国籍企業における予算管理において，測定単位として，本国通貨と現
地通貨のいずれを用いるかは，海外事業単位およぴその管理者の業績評価
に大きな影響を与えることとなる。現地通貨による業績評価の支持者は海
外経営活動が海外環境で行われていることおよび現地通貨で行われている
ことを支持する理由としている。これは測定通貨である現地通貨を本国通
貨に換算することにより生ずる換算差損益を業績評価で考慮する必要はな
く，海外事業単位の現地での経営能力が現地通貨で測定され，評価される
こととなる。ここに，海外事業単位の管理者は現地通貨の為替相場変動に
よる経済イクスポージャーヘの影響を考慮し，これに対応して現地通貨に
よる利益を最大化するべく行動することとなる。
しかし，現地通貨が業績評価に用いられるとき，多国籍企業の本社管理
者はその海外事業単位の業績が現地通貨の平価切り下げあるいは切り上げ
という要因によって劇的に影響されるという事実を見過ごすかもしれな
い。また，現地通貨が用いられるとき，異なる通貨環境にある事業単位の
業績を比較することは困難となる。
一方，本国通貨による業績評価の支持者は本社管理者が本国通貨で考え
ることに慣れていることおよび現地通貨ではなく本国通貨での利益に関心
があることを支持する理由としている。さらに， Bursk=Dearden= Haw-
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kins=Longstreet (1971 : p.41)の研究の提言から，次の長所を有してい
るということができる。すなわち，
(1)多国籍企業本社が海外事業単位に対する目標を本国通貨による成果と
フローによって，その管理者に伝達できること。
(2)海外事業単位管理者の経営成果を測定し，彼が当該事業単位への投資
額を本国通貨でいかに維持しているかを測定できること。
(3)通貨の為替相場変動に対して，多国籍企業の本国通貨による財政状態
を堅固にする行動をとるように管理者を動機づけできること。
以上の 3つの長所である。さらに，本国通貨が業績評価に用いられると
き，各海外事業単位の現地通貨による純財産および現地通貨による収益お
よび費用は．本国通貨に換算されそしてそれらへの為替相場変動の影響が
組み込まれることとなる。しかし，異なる通貨環境で経営活動を遂行して
いる海外事業単位を公平に業績評価しているとはいえないこととなる。
多国籍企業は為替相場が変動している複数通貨の環境で経営活動を遂行
している。ここに，多国籍企業の本社管理者は各海外事業単位の業績を評
価するために，その測定単位として，現地通貨および本国通貨のいずれか
を決定しなければならない。すなわち，多国籍企業の管理者は業績評価に
おける測定単位としての現地通貨および本国通貨に内在する長所および短
所を理解して，現地通貨および本国通貨のいずれか一方あるいは両通貨を
業績評価に用いねばならないのである。
次に，多国籍企業における海外事業単位およぴその管理者の業績評価に
おいて本国通貨が用いられる場合に．予算管理においていかなる為替相場
が使われるかについて．またそれがいかなる影響を与えるかについて考察
することとする。
90 (330) 第 42巻第 4 号
II 予算管理と為替相場
将来の為替相場変動およぴそれらの多国籍企業の経営活動への影響とい
う要因は，多国籍企業の予算管理に組み込まれている。すなわち，為替相
場は予算管理における予算編成時およぴその予算と比較される実績測定時
に組み込まれている。
予算管理に組み込まれた為替相場要因は，海外事業単位およびその管理
者の業績評価において，次のような問題を生み出している。すなわち，
(1)海外事業単位の現地通貨による予算および実績を本国通貨に換算する
時にいかなる為替相場を用いるべきか。
(2)海外事業単位管理者の業績評価において，為替相場差異を含めるべき
か否か。すなわち，海外事業単位管理者に為替相場の不利な変動によ
り彼の業績にマイナスの影響を与える換算イクスポージャーに対する
責任を負わせるべきか否か。
(3)弱い通貨環境で経営活動を遂行している海外事業単位およびその管理
者の業績は，強い通貨環境で経営活動を遂行している海外事業単位お
よびその管理者の業績とは異なる方法で評価されるべきか。
以上の問題である。これらの問題への解答を求め，多国籍企業の予算管
理に組み込まれる為替相場についての Lessart=Lorange(1977: pp.627-
637)の見解1)を発展させ，より詳細に論じている Demirag(1986 : pp.158 
-160)の主張を総覧することとする。
Demiragは予算を編成する際に用いられる可能性のある 4つの為替相
場とその予算と比較される実績を測定する際に用いられる可能性のある 5
つの為替相場を提示している。
すなわち，予算を編成する際に利用可能な為替相場には，①予算編成時
l)詳しくは，拙書「多国籍企業管理会計」 p.164-172を参照のこと。
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の実際相場，②予算期間の予想平均相場，③予算期間末の予想相場，④為
替相場変動を予算に反映させるために継続的に更新される実際相場（それ
故，予算期間末には期末の実際相場となる），がある。また，実績を測定す
る際に利用可能な為替相場には，①予算編成時の実際相場，②予算期間の
予想平均相場，③予算期間末の予想相場，④予算期間の実際平均相場，⑤
予算期間末の実際相場，がある。
ここに，理論上， 20の為替相場の組合わせが可能であるといえる。しか
し， Demiragは，現実には，予算編成で用いられる為替相場と実績の測定
で用いられる為替相場との組合わせには，次の 9つの組合せしか存在しな
いと限定している。すなわち，①予算編成時の実際相場と予算編成時の実
際相場，②予算期間の予想平均相場と予算期間の予想平均相場，③予算期
間末の予想相場と予算期間末の予想相場，④予算編成時の実際相場と予算
期間の実際平均相場，⑤予算期間の予想平均相場と予算期間の実際平均相
場⑥予算編成時の実際相場と予算期間末の実際相場，⑦予算期間の予想
平均相場と予算期間末の実際相場，⑧予算期間末の予想相場と予算期間末
の実際相場，⑨予算期間末の実際相場と予算期間末の実際相場，である。
次に，これらの 9つの為替相場の組合わせの業績評価への影響を考察す
ることとする。予算編成と実績の測定に同一の為替相場が用いられる場合，
すなわち①②③⑨の組合せの場合は為替相場変動差異がゼロであり，為替
相場の変動による影響に対する責任は海外事業単位管理者には課せられな
いこととなる。②③の組合せは予算編成時での予算期間の予想平均相場あ
るいは期末の予想相場が使われており，この予想相場が多国籍企業本社の
財務管理者により保証されていることである。海外事業単位管理者は予想
相場での実績に対して責任を課せられることとなる。
④⑤⑥⑦⑧の組合せの場合には，為替相場差異が発生する。④⑥の組合
せは予算編成時には予算編成時の実際相場を実績の測定には予算期間の実
際平均相場あるいは期末の実際相場が用いられている。これは為替相場変
動に対する責任を海外事業単位管理者に負わせていることである。一方，
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⑦⑧の組合せは予算編成段階で予想される為替相場の変動を組み込むべく
予算編成時に予想相場を用い，実績の測定には予算期間の実際平均相場あ
るいは期末の実際相場を用いている。これは予算期間の実際平均相場ある
いは期末の実際相場の予想相場からの差異による影響に対する責任のすべ
てを海外事業単位管理者に負わせることとなる。⑤の組合せは予算期間の
為替相場の変動を平均することにより，予算編成時と実績の測定時とで使
われる為替相場の変動を平準化している。この場合も，為替相場変動に対
する責任は海外事業単位管理者に課せられることとなる。
Demiragの主張でLessart= Lorangeの見解と大きく巽なる点は，平均
相場の概念を導入していることである。為替相場の選択において，平均ア
プローチを採用するかあるいは時点アプローチを採用するかは，予算編成
時と実績の測定時とに使われる為替相場の選択で重要な問題である。平均
アプローチは為替相場が中心となるであろう相場の近似値を上下している
と考えているのである。平均相場の使用は予算期間における為替相場の変
動を乎準化することを意味している。また，平均相場は，米国の財務会計
甚準書第52号「外貨換算」およぴわが国の「外貨建取引など会計処理基準」
のもとでカレント・レート法が適用される場合，当期に発生した収益およ
ぴ費用を換算する相場である。しかし，テンポラル法が適用される場合に
は，取得原価で評価されている資産の減価償却費や減耗償却費は取得日レ
ートで換算されるのである。もし予算編成および実績の測定においても，
取引日レートが用いられる場合には，これらの項目は為替相場変動にさら
されていないこととなる。
一方，時点アプローチは予算編成に用いられる為替相場と実績の測定に
用いられる為替相場をどの時点の為替相場にするかが重要な問題となる。
時点アプローチでは予算期間における為替相場の変動を平準化する意図は
ないのである。急激かつ一時的な変動であっても，それはそのまま為替相
場差異として計上されることとなるという問題点がある。
以上述べた組合せのうち，⑤予算期間の予想平均相場と予算期間の実際
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平均相場の組合せを取り上げ，設例を用い，具体的にその会計処理を考察
することとする。
（設例）
日本多国籍企業の米国子会社は， 19X7年度（会計期間は1月1Bから12月
31日まで）の予算を米国ドルで編成し，本社では，これを予想平均相場で円
貨額に換算している。
(1)予算編成に用いられる予算期間の予想平均為替相場は＄1=¥114であ
り，予算期間の実際平均為替相場は＄1=¥110であった。米国ドルの円に
対する為替相場は下落している。
(2)予算編成における予定販売数量および予定生産数量は6,000単位であ
り，予定販売価格は＄7である。製造原価予算は以下のごとくである。
すなわち，製品 1単位当たり直接材料予定消費量は0.2kgで，その予定
価格は 1kg当たり＄3で，製品1単位当たり予定直接作業時間は15分で，
その予定賃率は1時間当たり＄2であった。変動製造間接費予算は
$1,500で，固定製造間接費予算は＄3,000であり，その基準操業度は直
接作業時間1,500時間で，直接作業時間を配賦基準としている。ここに，
予定変動製造間接費率は＄1であり，予定固定製造間接費率は＄2であ
る。また，支払手数料予算は＄2,400（製品 1単位当たり支払手数料
$0.4)である。
(3)19X7年度の実際販売数量は5,000単位，実際生産数量は5,500単位であ
り，実際販売価格は＄6であった。直接材料実際消費量は1,110kg,その
実際価格は 1kg当たり＄3.2であり，実際直接作業時間は1,380時間で，
その実際賃率は1時間当たり＄2.1であった。変動製造間接費実際発生
額は＄1,449で，固定製造間接費実際発生額は＄2,900であった。また，
実際支払手数料は＄2,500（製品 1単位当たり支払手数料＄0.5)であっ
た。
売上高の予算差異分析は次のごとく行われる。
実際売上高
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為替相場差異¥120,000
実際販売量x実際価格x実際平均相□
5,000単位X$6 X ¥110 = ¥3, 300,000 
（不利差異）
実際販売量x実際価格x予想平均相場
5,000単位X$6X¥114=¥3,420, 00 
実際販売量の予算額 ｝販売価格差異¥570,000
（不利差異）
実際販売量x予定価格x予想平均相場
5,000単位X$7 X ¥114= ¥3, 990, 00 
売上高予算額 販売数量差異¥798,000
予定販売量x予定価格x予想平均相士J- （不利差異）
6,000単位X$7X¥114=¥4,788,000 
売上高の予算差異分析では，まず，為替相場差異が除かれ，販売価格差
異と販売数量差異が算定されている。ここに，異なる国にある事業単位間
の業績の比較が可能となる。しかし，これは各国の環境およぴ文化の相違
によって生ずる各国間での相違を考慮していないのである。
上記の予算差異分析は製造原価や営業費用に対しても同様に行うことが
できるのであり，直接材料費の予算差異分析は次のごとくである。
直接材料費実際発生額
実際消費量x実際価格x実際平均相士
l,110kgX$3.2X¥110=¥390,720：為替相場言は8
実際消費量x実際価格x予想平均相士
1, 110kgX$3.2 X¥114=¥404, 928 
予定価格による実際直接材料費 価格差異¥25,308
実際消費量x予定価格x予想平均相場｝ （不利差異）
1, 110kg X $3 X ¥114 = ¥379, 620 
実際生産量の直接材料費予算額
数量差異¥3,420
許容予定消費量x予定価格X予想平均相場｝ （不利差異）
5,500単位X0.2kgX$3 X¥114=¥376,200 
次に，直接労務費の予算差異分析は次のごとくである。
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直接労務費実際発生額
実際作業時間x実際賃率x実際平均相場
1,380時間X$2.1X¥110=¥318,780 
為替相場差異¥11,592
実際作業時間x実際賃率x予想乎均相士｝ （有利差異）
1,380時間X$2.1X¥114=¥330, 372 
予定賃率による実際直接労務費
賃率差異¥15,732 
実際作業時間x予定賃率x予想平均相士/- （不利差異）
1,380時間X$2X¥114=¥314,640 
実際生産量の直接労務費予算額 作業時間差異¥1,140 
許容予定作業時間x予定賃率X予想乎均相場〕― (不利差異）
5,500単位X15/60時間X$2X¥114=¥313,500 
次に，製造間接費の予算差異分析は次のごとくである。
変動製造間接費実際発生額
変動製造間接費実際発生額x実際平均相伊
$1,449 X¥110=¥159, 390 
為替相場差異¥5,796 
変動製造間接費実際発生額x予想平均相J- （有利差異）
$1,449 X¥114=¥165, 186 
実際直接作業時間への変動製造間接費配賦額 ｝変動製造間接費消費差異
¥7,866（不利差異）
実際作業時間x予定変動費率x予想平均相場
1,380時間X$1 X ¥114 = ¥157, 320 
実際生産量への変動製造間接費配賦額
許容予定作業時間x予定変動費率x予想平均相場
｝変動製造間接費能率差異
¥570（不利差異）
5,500単位X15/60時間X$1X¥114=¥156, 750 
固定製造間接費実際発生額
固定製造間接費実際発生額x実際平均相伊
$2, 900 X ¥110 = ¥319, 000 
為替相場差異¥11,600固定製造間接費実際発生額x予想平均相〗― （有利差異）
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$2,900 X¥114=¥330,600 
固定製造間接費予算額
固定製造間接費予算額x予想平均相場
｝固定製造間接費予算差異
¥11,400（有利差異）
$3,000 X ¥114 = ¥342, 000 
実際生産量への固定製造間接費配賦額 ］操業度差異
¥28,500（不利差異）
許容予定作業時間x予定固定費率x予想平均相場
5,500単位X15/60時間X$2X¥114=¥313,500 
以上の製造原価の予算差異分析における為替相場差異は，売上高の予算
差異分析の場合とは逆に有利差異となっている。これは製造原価が支出さ
れる金額，すなわち負債の発生であるので，米国ドルの円に対する為替相
場の下落は円による製造原価を減額することとなる。また，固定製造間接
費の予算差異は有利差異である。これは実際生産数量が予定生産数量に達
していないことにより，固定製造間接費の実際発生額が予算額より少なく
なり生じた差異であり，本来，望ましいことでないことは明かである。
次に，支払手数料は，製造原価の予算差異分析と同様の手順で分析され
る。
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5,500単位X$0.6X¥114=¥376,20 
実際販売量の予算額 ：＿手数料単価差:悶ば゜
実際販売量x予定単価x予想平均相
5,500単位X$0. 4 X ¥114=¥250, 80 
支払手数料予算額 ：一手数料数量9悶：i！゜
予定販売量x予定単価x予想平均相
6,000単位X$0.4X 114=¥273, 600 
支払手数料の予算差異分析における数量差異は有利差異である。これは
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実際販売数量が予定販売数量に達していないことにより，手数料の支払額
が予算額より少なくなり生じた差異であり，本来，望ましいことではない。
なお，固定販売費およぴ一般管理費がある場合には，これらは予算差異が
算定されるだけである。これらの予算差異は固定製造間接費の予算差異の
算定方法と同様の方法で算定される。
この設例では，米国ドルの円に対する為替相場は穏やかに下がっており，
為替相場変動の影響は極微である。しかし，設例の経営活動が高インフレ
の国で行われている場合には，差異分析は極めて重要である。高インフレ
環境で為替相場差異を提示しない業績分析では，合理的な意思決定を行う
ことはできない。
為替相場変動についてのこの会計処理は，予算期間の予想平均相場で換
算されている予定売上高，予定製造原価（予算原価を用いている）およぴ
予定営業費用で予算が編成され，この予算と予算期間の実際平均相場で換
算されている実際売上高，実際製造原価およぴ実際営業費用がいかに比較
されるかを明示している。
また，海外経営活動の実績は期末に報告されているので，予算期間の実
際乎均相場は期末に測定されている。これは，損益取引を取引ごとに換算
し，為替相場差異を算定することが，実務上，困難であるので，取引ごと
に換算し，為替相場差異を算定すると同様の結果となるように，期末に予
算期間の実際平均相場を算定し，この実際平均相場で予算期間の実績（な
お，損益取引が期間を通して平均的に発生しているものと仮定している）
を換算し，一括して，期末に為替相場差異を算定しているのである。
では，海外経営活動の予算管理が実務ではどのように行われているのか。
日本を代表する多国籍企業である松下電器産業株式会社（以下，松下電器
産業株式会社とその関係会社を含む松下電器グループを松下電器と略称す
る）における海外経営活動の予算管理（松下電器では予算を事業計画と称
している）を考察することとする。なお，松下電器では，海外経営活動の
予算管理に本国通貨と現地通貨の両通貨を用いている。
98 (338) 第 42巻第 4 号
松下電器は1950年3月に製品別事業部制を復活して以来，製造事業部に
責任と権限を広範囲に委譲し，自主責任経営を行わせている。 1959年にア
メリカに販売会社「アメリカ松下電器」を設立し，また1961年にタイに60
％出資の「ナショナル・タイ」を設立，技術援助を行って乾電池の現地生
産を始めた当初から，海外子会社にも国内の製造事業部と同様に自主責任
経営が課せられている。この海外子会社を中心とする海外事業単位の予算
管理およびそこでの為替相場変動要因への対応の実態とそれらの特徴を次
節で述べることとする。
IV 松下電器における海外事業単位の予算管理
松下電器の1995年現在の海外子会社は統括会社 (3社），製造・販売会社
(30社）および製造会社 (80社） ｛単品会社 (96社），複品会社 (14社）｝，
販売会社 (36社），金融会社 (4社），研究・開発会社 (6社），その他 (2
社）の合計161社であり，さらに，会社ではないが5つの地域本部がある。
海外経営活動は製品の生産を担当する製造会社，現地で生産された製品
と輸入品（事業部と第3国の製造会社から）の販売を担当する販売会社，
海外子会社の必要な資金の調達および余剰資金の運用を担当する金融会
社，また地域のニーズを的確に捉えた商品開発や製造技術の開発を担当す
る研究・開発会社により行われている。そして海外生産および販売活動を各
地域ごとに統括する本部として地域本部がある。
地域本部は地域戦略の総合的推進，地域統括機能および城内の海外子会
社の法務，渉外，広報，財務そして人事などの問題に対する支援および助
成活動を行っている。また，販売会社に対しては，本社の営業本部が事業
部に対して行っていると同様の支援および援助活動を行っている。
次に，海外製造会社には単一製品を生産している会社と複数製品を生産
している会社がある。単品製造会社には国内の親元事業部から，また，複
品製造会社およぴ海外販売会社には地城本部から事業計画作成要項が手渡
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される。海外製造会社および海外販売会社の社長はこの作成要項にもとづ
いて運営方針を自主的に定める。海外製造会社および海外販売会社の各部
門はこの具体的な運営方針に従って業務計画を作成する。各部門の業務計
画は社長，経理部およぴ各部門間で検討，調整され，この業務計画にもと
づいて現地通貨による事業計画（案）が作成される。
単品製造会社は現地通貨による事業計画（案）および事業計画用の為替
相場による円換算額での事業計画（案）を国内の親元事業部に提出し，承
認を受けた後，地域本部長ならぴに海外担当役員の承認を得る。一方，国
内の事業部は関連する全ての海外製造会社の円換算額での事業計画（案）
を含めた世界全体の，すなわち連結ベースの事業計画（案）を経理担当役
員に提出し，社長の承認を受ける。ここに，事業部長は海外経営活動の事
業計画を含めた事業計画に対する経営責任を課せられることとなる。
複品製造会社およぴ販売会社は現地通貨による事業計画（案）を地域本
部に提出し，承認を受ける。一方，地域本部は域内の販売会社およぴ複品
製造会社の現地通貨による事業計画（案）を事業計画用の為替相場で円貨
額に換算し，本社の海外担当役員およぴ経理担当役員に提出し，社長の承
認を受ける。ここに，地域本部長は域内の販売会社および複品製造会社の
業績全体に対するスタッフとしての経営責任を課せられることとなり，地
域本部は域内の販売会社およぴ製造会社に対して，本社機能と同時に本社
の営業本部と同様な機能を果たすこととなる。
なお，事業計画用に用いる現地通貨の予算期間における予想平均相場は
現地の実状に明るい現地管理者により設定されるのであるが，米国ドルの
予想平均相場だけは本社の財務部において設定される。次に，海外経営活
動の事業計画制度における為替相場変動の影響に対する対応およぴ責任の
所在について考察することとする。
海外製造会社およぴ海外販売会社の社長は承認された現地通貨の事業計
画を達成するべく経営活動を遂行している。海外子会社も国内の事業部と
同様に，月次決算を行い，現地通貨による実績を現地通貨による月次計画
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および前年の実績と比較し，この結果を単品製造会社は国内の親元事業部
と地域本部に，販売会社と複品製造会社は地域本部に報告する。なお，国
内の親元事業部，海外担当役員および経理担当役員への報告には，現地通
貨による実績に月次平均相場による円換算額が併記される。この月次決算
により，経営実態が正確に，迅速に掌握され，実績の計画に対する差異が
計数として把握され，問題点が明らかにされる。そしてこの分析と検討を
通して経営の改善を行い，事業計画達成への対応を行っているのである。
また，海外製造会社および海外販売会社の業績評価は年次決算による現
地通貨での実績を現地通貨による事業計画と比較することにより行われて
いる。ここに，海外製造会社および海外販売会社の社長は現地市場での競
争優位を確保し，現地通貨での実績に関心を集中し，現地通貨による事業
計画を達成することを目標とすることとなる。
海外製造会社および海外販売会社の現地通貨の為替相場変動への対応
は，外貨建取引を行った時に，各地域の金融会社の為替決裁センターで先
物為替予約を行っている。欧州アフリカ地域においては，製造会社の多く
がイギリスとドイツにあり，イギリスおよびドイツの製造会社から城内の
他の国々の販売会社およぴ代理店への販売が行われている。松下電器グル
ープ内の取引でも，取引時に 3カ月の先物為替予約を行っている。
別言すれば，すべての為替取引は域内の金融会社の為替決裁センターで
処理されており，海外子会社の社長には外貨建取引後の為替相場変動の影
響に対する責任は課せられないこととなる。しかし，製造会社の管理者は
現地通貨の為替相場の変動を考慮し，現地通貨高の為替相場の場合には，
原材料および部品などを国外から仕入れることにより，製造原価を引き下
げることが可能となる。しかし，国外の販売では販売価格を引き下げなけ
ればその国の市場占有率を維持することは困難となり，これにより他の条
件が同じであれば，現地通貨での売上高は減少することとなる。すなわち，
為替相場の変動は海外子会社の経営成績に大きな影響を与えている。為替
相場変動の現地通貨による実績への影響への対応は，すべて海外製造会社
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およぴ海外販売会社の社長の責任となる。
国内の事業部は関係するすべての海外製造会社の月次実際平均相場によ
る円換算額による実績を含めた連結ベースの実績を連結ベースの月次計画
およぴ前年の実績と比較し，経理担当役員に報告する。地域本部も城内の
販売会社，複品製造会社およぴ単品製造会社の現地通貨による実績とその
円換算額を月次計画およぴ前年の実績と比較し，海外担当役員と経理担当
役員に報告する。なお，事業計画用の予想平均相場と月次実際平均相場の
レート差による円換算額が注記されている。このレート差異による円換算
額に対する責任は誰にも課せられない。しかし，円高為替相場の傾向にあ
る場合には，通常，事業計画用の予想平均相場よりも月次実際平均相場の
方が円高為替相場となり，現地通貨による実績は高くとも円換算額は低く
なる。これは事業部および地域本部の業績評価にはマイナスの影響を与え
ることとなっている。逆に，円安為替相場の傾向にある場合には，事業部
およぴ地域本部の業績評価ではプラスの影響を与えることとなる。すなわ
ち，事業部および地域本部の管理者に為替相場変動による影響に対する責
任が負わされているといえる。
国内の事業部は半期決算を行い，関連するすべての海外製造会社の円換
算額を含めた連結ベースでの実績を半期事業計画と比較し，業績評価を行
っている。これに対して，地域本部は年次決算を行い，域内の販売会社，
複品製造会社およぴ単品製造会社の円換算額の実績を年度事業計画と比較
し，業績評価を行っている。
なお，中南米地域の事業単位の事業計画（案）は，現地通貨ではなくて
米国ドルにより作成されている。すなわち，中南米地域はインフレ率が高
く，現地通貨価値が下落しているので，現地通貨ではなく米国ドルにより
事業計画書を作成し，また米国ドルにより実績を測定している。これによ
り，インフレによる現地通貨価値の下落を認識させ，インフレによる保有
利益を除き，米国ドルでの操業利益を達成するぺく現地業務管理者を動機
づけているのである。中南米地域の事業単位管理者はその他の地域の事業
102 (342) 第 42 巻第 4 号
単位管理者よりも厳しい管理責任，すなわちインフレによる現地通貨価値
の下落による損失に対する責任を課せられている。
v むすぴ
多国籍企業における予算管理において，測定単位として，本国通貨と現
地通貨のいずれを用いるかは，海外事業単位およぴその管理者の業績評価
に大きな影響を与えることとなる。現地通貨による業績評価は海外経営活
動が海外環境で行われていることおよぴ現地通貨で行われていることを前
提としている点は長所であるが，海外事業単位の本国通貨による業績が現
地通貨の平価切り下げあるいは切り上げという要因によって影響されると
いう事実を管理者は見過ごすという短所がある。
一方，本国通貨による業績評価は本社管理者が本国通貨での利益に関心
があることを前提としている点は長所であるが，異なる通貨環境で経営活
動を遂行している海外事業単位を公平に業績評価することができなという
短所がある。しかし，多国籍企業の予算管理においては，これらの制約が
あることを認識して本国通貨と現地通貨のいずれか一方あるいは両通貨を
用いなければならない。さらに，予算管理に本国通貨が用いられる場合，
予算編成時と実績測定時にいかなる為替相場を用いるかについて，またそ
れが業績評価においていかなる影響を与えるかについて熟知していること
が重要であることを明らかにした。
また，海外経営活動の予算管理が実務ではどのように行われているかに
ついて，日本の代表的な多国籍企業である松下電器における海外事業単位
の予算管理を考察した。松下電器における海外事業単位の予算管理は，海
外事業単位である海外製造会社およぴ海外販売会社の予算編成およぴその
予算と比較される実績の測定に現地通貨が用いられている。これらの海外
事業単位管理者は現地通貨による目標を達成するべく動機づけられている
のであり，現地通貨の為替相場変動の円貨額による実績への影響に対処す
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る必要はないのである。しかし，海外事業単位が外貨建取引を行った場合
には，海外金融会社において先物為替予約を行っている。また，中南米の
事業単位管理者は米国ドルによる目標を達成するべく動機づけられてい
る。これはインフレによる現地通貨価値の下落による損失に対する責任を
すべて事業単位管理者に負わせていることである。
一方，本社には各事業部およぴ各地域本部から円換算額による予算とそ
の予算と比較される円換算額による実績が提示されることとなる。なお，
予算編成で本国通貨である円に換算するために用いられる為替相場は，予
算期間の予想平均相場であり，その予算と比較される実績の測定に用いら
れる為替相場は月次実際平均相場あるいは予算期間の実際乎均相場であ
る。月次決算あるいは半期決算が行われ，月末あるいは期末に，円貨額に
よる実績が円貨額による予算と比較されている。為替相場変動による為替
相場差異は算定されていないが，円換算額による実績と円換算額による予
算額との差額が重視されることとなる。本社では，円換算額による目標を
達成することにより，松下電器産業株式会社の株主に満足する配当金を支
払うことができると考えているのであり，これを株主に対する義務と考え
ている。ここに，各事業部およぴ地域本部の管理者は現地通貨の本国通貨
である円に対する為替相場の下落による損失に対する責任を課せられるこ
ととなるといえる。
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